社会福祉法人　モデル資金運用規程
全国社会福祉施設経営者協議会
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はじめに

　社会福祉法人は、社会福祉事業を行うことを目的に設立される法人であり、

その事業の主な財源は、主に法人設立時に行われる寄附と各種社会福祉事業を

実施するにあたって給付される公的な財源である運営費、報酬である。また、

施設等ハード面の整備においては、長く、社会福祉施設整備費補助金による高
率の公的助成が行われてきた。
　しかし、国、地方行政の財政難から社会福祉法人がこれまで得ていた施設整
備時の補助金が廃止、縮減傾向であること、介護報酬などの運営費単価が縮小
傾向であること、福祉医療機構の融資制度の見直しにより、福祉施設等整備に
おける政策融資の今後が不透明であることなどの情勢から、従来の社会福祉法
人経営を取り巻く環境が大きく変化してきた。

　そうしたなかにあって、社会福祉法人は、国民のセーフティネットとしての
使命を果たすため、制度が変わるなかにあっても社会福祉事業の経営の持続可
能性を追求していかなくてはならない。

　こうした経営環境変化のなか、平成18年8月に本会と厚生労働省社会・援護
局が合同で設置した社会福祉法人経営研究会報告書「社会福祉法人経営の現状
と課題」では、社会福祉法人の「経営」という視点からの今後の方向性につい

て提起した。そしてその内容を受け、平成19年3月30日付で「社会福祉法人
審査基準」が改正された。

本書は、この通知改正により行われた社会福祉法人の資産運用の規制緩和に
対応するものである。この規制緩和において、社会福祉法人のもつ基本財産以外の資産について、株式や株式を含む投資信託等による運用が可能となったが、社会福祉法人が資産運用を図るうえで、法人内での責任体制、運用方法を明確に定めること、ハイリスク・ハイリターン運用は適当でないこと等を定めるための規程のモデルを作成し、社会福祉法人における新たな資金運用ルール下での参考とするものである。

　本書が、自律的な法人経営の一助となれば幸いである。
平成２０年８月
全国社会福祉施設経営者協議会

会　長　　高　岡　國　士

Ⅰ．資金運用に係る通知改正の趣旨と内容

　

　１　報告書「社会福祉法人経営の現状と課題」について
　　　厚生労働省社会・援護局と全国経営協が設置した社会福祉法人経営研究会の報告書「社会福祉法人経営の現状と課題」では、経営環境が大きく変化する中で、新たな時代における法人の経営は、これまでのような「施設管理」に代わり「法人単位」として、従来の「規制」と「助成」に規定されるのではなく、中長期的な視野に立って、「自立・自律」と「責任」に基づき行うことを基本に「法人単位の経営」の実現を図るため、４つの方向性（「規模の拡大、新たな参入と退出ルール」、「長期資金の調達」、「カバナンスの確立・経営能力の向上」、「人材育成と確保」）が示されたところである。
　２　法人単位の資金管理について
　　　法人単位の資金管理について、報告書では、次のとおり述べられており、規制緩和により、法人単位で資金を活用できるよう経営の自由度を高めていくことが必要だとされている。
 （１）社会福祉法人（以下、「法人」という。）を取り巻く環境の変化に柔軟に対応し、経営を安定させつつ、機動的な事業活動を展開していくためには、これまでのような個々の事業単位での受託運営から、法人を中心として自立的・自律的な経営が行われることが必要である。そのためには、法人本部における経営戦略機能の強化は当然として、資金移動について可能な限り弾力化が必要である。
  （２）今後、法人は、多様なニーズに柔軟に対応する必要があるほか、その社会的役割を果たすために公益的取組を積極的に進める必要があり、そのためにも公益事業の充実・活性化が必要である。
　（３）収益事業については、補助金や介護報酬等に期待できない現状では、その実施を推進すべき時期に来ていると考えられる。
　３　法人審査基準等の一部改正について
　　  この報告を受けて、着手可能なものから検討が進められており、平成１９年３月に法人審査基準等の一部が改正された。
  （１）社会福祉事業剰余金等の充当対象となる「公益事業」の範囲の見直　　　　し
        ・介護報酬等について、充当対象となる公益事業を拡大
　　　　・収益事業の収益を充当できる公益事業を拡大
　　　　資金移動について可能な限り弾力化を図る必要から、公益事業や収益事業に係る規制についてその緩和が図られた。
　（２）収益事業の借入金２分の１規制の撤廃
        「収益事業は、社会福祉事業に対して従たる地位にあることが必要である」とその規模については制限がされていることから、借入金２分の１の規制が撤廃された。
　（３）資産運用の弾力化
        資産運用については、基本的に法人の責任で運用すべき方向へ規制緩和するという考え方から、運用財産（運用財産、公益事業用財産、収益事業用財産）について、株式保有等が認められた。なお、基本財産については従来どおりである。
　（４）公益事業の実施について、法人財産の有効活用を図る
        事業規模が小さい公益事業については、社会福祉事業の円滑な遂行を妨げない範囲で他の財産の活用が認められた。
　（５）その他に定款準則記載方法の簡素化、監事構成の見直し等が図られた。
　４　資産運用の管理・運用について
      法人の有する資産については、従来「資産のうち現金は、確実な金融機関に預け入れ、確実な信託会社に信託し、又は確実な有価証券に換えて、保管することとし、その旨を定款に明記すること。」とされ、実際には元本保証型の金融商品で運用するよう指導がされてきたが、民法上の公益法人と同等程度の運用を可能とするために、運用財産について株式保有等を認める措置が講じられた。
　　　これは、法人の自律的な経営を可能にするためのものであり、法人の責任で資金運用を行うことが認められたものである。
　　　しかしながら、元本保証でない金融商品の運用が認められたからといって、むやみに株式等を保有し、かえって法人の資産が低減するようでは本来の資産運用の意味をなさなくなるため、自主的なルールを定め、適切な運用が図られるようにすることを目的にモデル資金運用規程を定めることとしたものである。
　　　資金運用を行うにあたっては、制度上は以下の条件、手続等が必要となるので、留意されたい。

1 　株式等の資金運用を行う場合には、定款にその旨を明記するよう定款変更を行うこと。（社会福祉法人定款準則ｐ１５参照）
　②　子会社の保有のための株式の保有等は認められないので、当該営利企業を実質的に支配することのないように、その保有の割合は、１／２を超えてはならないこと。（社会福祉法人審査基準ｐ１５、社会福祉法人審査要領ｐ１６参照）
　③　資産の管理運用であることを明確にするため、株式の取得は公開市場を通してのもの等に限られること。（社会福祉法人審査基準ｐ１５、社会福祉法人審査要領ｐ１６参照）
　④　全株式の２０％以上を保有している場合には、現況報告書とあわせて、当該営利企業の概要として、保有する株式の数及び全株式に占める割合等を記載した書類を提出すること。（社会福祉法人審査要領ｐ１６参照）
  ⑤　措置費及び保育所運営費については、元本保証以外による金融商品の運用は、認められないこと。（弾力運用通知ｐ１７、１８参照）
Ⅱ．モデル資金運用規程
法人は、会計基準に基づき自主的に経理規程を定め、経理処理を行うこととされていることから、「社会福祉法人モデル経理規程」を策定して、その運用を行っているところである。
　法人審査基準等の一部改正に伴って、資産運用の弾力化が図られたが、社会福祉法人モデル経理規程第３２条でも定められているとおり、資金の運用は安全確実な方法によって行う必要がある。
   これまでのように資金の運用は、元本保証の金融商品のみの方法であれば、運用方法について特別な規程を設ける必要は低いと考えられるが、財産の増減リスクを伴う運用が認められたことから、この取扱いについて適切かつ公正なルールに基づき運用することが必要であることから、今般、「モデル資金運用規程」を策定することとしたものである。
　

社会福祉法人○○会　資金運用規程
（目　的）

第１条　この規程は、社会福祉法人○○（以下「当法人」という。）定款第○条及び経理規程第○条に基づき、当法人の資金運用の指針、手続等について定め、資金の安全確実かつ効率的な運用に資することを目的とする。

（基本原則）

第２条　当法人の資金運用については、以下の基本原則に則り、これを行う。
　（１）資産構成

　　　　運用する資産の構成は、流動性、健全性が確保され、総体的に収益性に優れたものとなるように努める。

　（２）法令遵守

　　　　業務遂行にあたり、関係法令等を遵守し、適切な運営を行う。

　（３）リスク対応

　　　　運用する資産について、個別に、また総体としてのリスク把握に努め、その適切な対応を図る。

（資金運用責任者）

第３条　当法人資金の運用にあたっては、理事会の議決を経て、理事長が資金運用責任者を任命する。

　　２　資金運用責任者は、当法人の資金運用に係る計画、売買の決定、報告を業務とする。
　　３　資金運用における金融資産の売買については資金運用責任者が行い、売買に係る出納については、会計部門が行う。
（運用手続）

第４条　資金運用責任者は、理事会の定める方法により、運用をはかるものとする。
　　　　ただし、日常的な管理として理事会が定めるものについては、理事長と協議の上決定し、これを理事会に報告する。
（運用指針）

第５条　資金の運用に当たっては、次に掲げる運用の３原則に十分留意し、金融商品の種類、金融機関又は発行体、運用機関等を勘案し、分散運用を図る。

（１）流動性
（２）健全性
（３）収益性
（運用計画、検証）

第６条　資金運用責任者は、理事長の同意のもと、当該年度の基本的な運用計画を当該年度開始前に作成し、理事会の承認を得るものとする。

　　２　作成した運用計画に則り、毎月定期的に月次の運用状況を資金運用責任者が検証し、その結果を理事長に報告する。

　　３　理事長は前項の規定による報告等を踏まえ、少なくとも年１回は運用状況を理事会に報告する。

（運用対象）

第７条　運用対象とする有価証券等は、原則的に元本回収の確実性を鑑み、以下のとおりとする。

　ア　預貯金

　イ　金融債

　ウ　金銭信託

　エ　公社債投資信託

　オ　国債

　カ　政府保証債

　キ　公庫・公団債

　ク　地方債

　ケ　日本の格付機関のうち１社以上が、長期債務についてＢＢＢ格以上と格付している事業債又は転換社債

　コ　日本の格付機関のうち１社以上、かつ、外国の格付機関のうち１社以上が長期債務についてＡ格以上、及びカントリーリスクのランキング５０位以内と格付している円建外債（償還も円建であること）

サ　株式
シ　株式を含んだ投資信託

２　前項の規定にかかわらず、理事会が特に認めた場合は、前項に掲げる運用対象以外の商品に運用することができる。

（保有限度）

第８条　運用対象資産中、有価証券の保有限度は、実勢価額下落に伴う損失拡大を防止するため、純資産に基づく最大リスク量を勘案した額を、対象資産毎に理事会の議決を経て事前に定める。
（損失限度）

第９条　損失限度については、当期利益等を勘案した経営体力に基づき、理事会の議決を経て事前にこれを定める。
　　　　　これに抵触した場合には、資金運用責任者は理事会に報告し、理事会において対応を決定する。
　　　　　ただし、やむを得ない理由により、理事会において対応を決定できない場合は、第１０条の規定により対応する。
（緊急時対応）
第１０条　地震、洪水等自然災害、テロ、システムダウン等により、運用資産の価額に大きな影響を与える事態が発生した場合には、資金運用責任者は直ちに理事長（又は担当役員）と対応を協議する。

　　２　理事長との連絡が不能の場合には、資金運用責任者が担当役員等関係部署、関係者等と協議し、リスクの軽減を図る。
　　３　前２項の規定により対応を行った場合は、遅滞なくその結果を理事会に報告すること。
（不祥事対応）

第１１条　不祥事件が発生した場合には、資金運用責任者は直ちに理事会に報告する。

（その他）

第１２条　この規定に定めるもののほか、資金運用に関し必要な事項は理事会において別に定める。

附　則

　この規定は、平成○年○月○日から施行する。

Ⅲ．モデル資金運用規程　解説
　前章に掲げたモデル資金運用規程についての解説を以下に掲げる。

【解説】

　　規程においては、その規程の目的、基本原則を冒頭に明示することが必要である。規程の目的は、自主財源の確保に向けて、その安全、確実な方法をとることである。リスクがある方法をとるというのは、そのリターンを期待してリスクを負うということであるが、今般の規制緩和にあたっても安全、確実な運用をという原則は変更しておらず、運用の幅を法人の判断に委ねているものである。

したがって、運用できる商品の幅が広がったといえども、その目的はあくまでも、法人における資金運用については、安全、確実を旨としたうえで、効率的に行うべきである。

【解説】
目的に沿って、どのような基本原則で運用を行うかを明確にすることが必
要である。当モデル規程では、上記３点を掲げた。

【解説】
法人における責任体制を明確にするための条項である。ポイントとして、

（１）意思決定は理事会で行い、最終的な責任者は、各理事（特に理事長）とするも、業務執行上の担当理事や、日常的な管理についての責任者を定めることが必要である。

　　（２）計画を作る者と、承認する者を定める。

　　（３）計画に対する実績の定期的な検討を、どの程度の頻度でどの部門が行うかを定める。（担当部署の取り決め）

　　（４）相互牽制として、注文部門と計算、会計部門の分離を図る。
　という点が挙げられる。
　　当モデル規程では、上記の条文のとおりとした。各法人の事情で当モデルをアレンジして作成することとなるが、以下の点については、必要不可欠な点であると考える。
　　①　資金運用の最終的な責任は理事（特に理事長）が負うこと。

　　②　資金運用責任者を置くこと。

　　③　金融商品の注文の担当と、会計、出納の担当は別にして、内部牽制をとること。（それぞれの担当部署を別に設けることが望ましい。）
　　　　モデル経理規程第６条で統括会計責任者を置いているが、各法人の経理規定を改正し、統括会計責任者と別に資金運用責任者を置くことが必要となる。

　　④　運用状況を定期的に確認し、理事会に報告できる体制をとること。
　
なお、本モデルにおいては、理事会による議決のみで決定しているが、評議員会を設置している法人については、あらかじめ評議員会の意見を聴くことが必要である。


【解説】
運用の際の基準を明確にするための条項である。当モデル規程では、上記の条文のとおりとした。各法人の事情で当モデルをアレンジして作成することとなるが、本会では、以下の点については、必要不可欠な点であると考える。
　　①　分散運用を行うこと。

　　②　リスクを鑑み、純資産の範囲内に株式等減額リスクがある金融商品保有の割合を設定すること。
　　③　法人の能力に応じた損失限度を設定し、損切りを行えるようにすること。
　　④　資金繰り対策として、適切に支払準備額を設定し、常時流動性の高い形で保有できること。

　　⑤　自法人に適合した上記①～④を適切に算出できる能力を保有し、管理できること。

【解説】
　　緊急時、不祥事の対応策に関する条項である。
○　緊急時対策

　　　株価暴落等の緊急時の対応は、理事会において決定する正規の手続きを行う時間がないため、原則として理事長又は担当役員が、連絡不能であれば資金運用担当責任者が指揮を執るとすべきである。

　　　ただし、あくまで緊急時の対応における例外規定であるため、遅滞なく理事会に報告することが必要である。
　　　なお、第９条（損失限度）の損失限度に抵触した場合の対応においても、理事会を開催することによるタイムロスによって、損失がさらに拡大する恐れがある等のやむを得ない理由がある場合は、同条の規定に基づく手続きにより迅速な対応が図られるようにすべきである。

○　不祥事対策

　　　着服、権限外取引等の不祥事が生じた場合、直ちに担当部長から担当役員さらには理事会へ報告するとともに、監督機関等への報告を図る手順の構築が必要である。
　　　また、同様の不祥事が生じないためにも再発防止策を講じることも必要となる。
Ⅳ．定款、経理規程との整合
　各法人において資金運用規定を策定するにあたり、これとあわせて各法人の定款及び経理規定の改正を行う必要がある。
　定款の改正については、法人定款準則第１５条に定めるとおりに第３項を追加することが必要となる。（１５Ｐ参照）

　経理規程については、モデル経理規程を例にとると、改正を要する点は以下のようにあげられる。

①　モデル経理規程第６条の統括会計責任者あるいは会計責任者と別に資金運用責任者を規定することと、
②モデル経理規程第３２条の資金の運用等において、別途資金運用規定の定めによる資金運用を行うことについて、改正を行う必要がある。

　例えば、以下のような改正が考えられる。
　　※モデル経理規程（平成24年2月版）の改正例　下線部が改正部分。

（統括会計責任者、会計責任者、出納職員及び資金運用責任者）
第７条　当法人の経理事務に関する統括責任者として、統括会計責任者を置く。
２　第5条第2項の各拠点区分には、それぞれの経理事務の責任者として会計責任者を置く。
ただし、会計責任者としての業務に支障がない限り、１人の会計責任者が複数の拠点区分の会計責任者を兼務することができる。
３　第5条第2項の各拠点区分又は各サービス区分には、会計責任者に代わって一切の経理事務を行わせるため、出納職員を置く。ただし、出納職員としての業務に支障がない限り、１人の出納職員が複数の拠点区分又はサービス区分の出納職員を兼務することができる。
４　基本財産以外の財産について、元本保証以外の金融商品で管理運用する場合には、資金運用責任者を置く。資金運用責任者と統括会計責任者、会計責任者及び出納職員は兼務することができない。
５　統括会計責任者、会計責任者、出納職員及び資金運用責任者は理事長が任命する。
６　会計責任者は、会計事務に関する報告等、統括会計責任者の指示に従わなければならない。
７　会計責任者は、出納職員を監督しなければならない。

Ⅴ．関係通知（抜粋）

　○社会福祉法人の認可について(通知)　【抜粋】
平成12年12月1日制定

平成19年3月30日改定

(／障第890号／社援第2618号／老発第794号／児発第908号／)

(各都道府県知事・各指定都市市長・各中核市市長あて厚生省大臣官房障害保健福祉部長、厚生省社会・援護局長、厚生省老人保健福祉局長、厚生省児童家庭局長通知)

別紙1

社会福祉法人審査基準

第2　法人の資産

　2　資産の区分

法人の資産の区分は、基本財産、運用財産、公益事業用財産(公益事業を行う場合に限る。)及び収益事業用財産(収益事業を行う場合に限る。)とすること。

(1)　基本財産

ア　基本財産は、法人存立の基礎となるものであるから、これを処分し、又は担保に供する場合には、法第30条に規定する所轄庁の承認を受けなければならない旨を定款に明記すること。

イ　社会福祉施設を経営する法人にあっては、すべての施設についてその施設の用に供する不動産は基本財産としなければならないこと。ただし、すべての社会福祉施設の用に供する不動産が国又は地方公共団体から貸与又は使用許可を受けているものである場合にあっては、100万円(この通知の発出の日以後に新たに設立される法人の場合には、1,000万円)以上に相当する資産(現金、預金、確実な有価証券又は不動産に限る。以下同じ。)を基本財産として有していなければならないこと。

ウ　社会福祉施設を経営しない法人(社会福祉協議会及び共同募金会を除く。)は、一般に設立後の収入に安定性を欠くおそれがあり、設立において事業継続を可能とする財政基盤を有することが必要であるため、原則として1億円以上の資産を基本財産として有していなければならないこと。ただし、委託費等で事業継続に必要な収入が安定的に見込める場合については、当該法人の基本財産は当該法人の安定的運営が図られるものとして所轄庁が認める額の資産とすることができること。

キ　社会福祉協議会(社会福祉施設を経営するものを除く。)及び共同募金会にあっては、300万円以上に相当する資産を基本財産として有しなければならないこと。ただし、市町村社会福祉協議会及び地区社会福祉協議会(以下「市区町村社会福祉協議会」と総称する。)にあっては、300万円と10円に当該市町村又は当該区の人口を乗じて得た額(100万円以下のときは100万円とする。)とのいずれか少ない方の額以上に相当する資産で差し支えないこと。

ク　イからキまで以外の財産であっても、法人が重要と認める財産は基本財産として差し支えないこと。

(2)　運用財産

ア　基本財産、公益事業用財産及び収益事業用財産以外の財産は、すべて運用財産であること。

イ　運用財産の処分等に特別の制限はないが、社会福祉事業の存続要件となるものは、みだりに処分しないよう留意すること。

(3)　公益事業用財産及び収益事業用財産

公益事業及び収益事業の用に供する財産は、他の財産と明確に区分して管理すること。ただし、事業規模が小さい公益事業については、当該法人の行う社会福祉事業の円滑な遂行を妨げるおそれのない限りで他の財産を活用して差し支えないこと。

3　資産の管理

(1)　基本財産(社会福祉施設を経営する法人にあっては、社会福祉施設の用に供する不動産を除く。)の管理運用は、安全、確実な方法、すなわち元本が確実に回収できるほか、固定資産としての常識的な運用益が得られ、又は利用価値を生ずる方法で行う必要があり、次のような財産又は方法で管理運用することは、原則として適当ではないこと。

①　価格の変動が著しい財産(株式、株式投資信託、金、外貨建債券等)

②　客観的評価が困難な財産(美術品、骨董品等)

③　減価する財産(建築物、建造物等減価償却資産)

④　回収が困難になるおそれのある方法(融資)

(2)　基本財産以外の資産(運用財産、公益事業用財産、収益事業用財産)の管理運用にあたっても、安全、確実な方法で行うことが望ましいこと。

また、株式投資又は株式を含む投資信託等による管理運用も認められること。ただし、子会社の保有のための株式の保有等は認められないものであり、株式の取得は、公開市場を通してのもの等に限られること。

(3)　法人の財産(基本財産、基本財産以外の財産双方)については、価値の変動の激しい財産、客観的評価が困難な財産等価値の不安定な財産又は過大な負担付財産が財産の相当部分を占めないようにする必要があること。

別紙2

社会福祉法人定款準則

(資産の管理)

第一五条　この法人の資産は、理事会の定める方法により、理事長が管理する。

2　資産のうち現金は、確実な金融機関に預け入れ、確実な信託会社に信託し、又は確実な有価証券に換えて、保管する。

(備考)

基本財産以外の資産において、株式投資又は株式を含む投資信託等による管理運用を行う場合には、第二項の次に次の一項を加える。

3　前項の規定にかかわらず、基本財産以外の資産の現金の場合については、理事会の議決を経て、株式に換えて保管することができる。
○社会福祉法人の認可について(通知)【抜粋】
平成12年12月1日制定

平成19年3月30日改正

(／障企第59号／社援企第35号／老計第52号／児企第33号／)

(各都道府県・各指定都市・各中核市民生部(局)長あて厚生省大臣官房障害保健福祉部企画課長、厚生省社会・援護局企画課長、厚生省老人保健福祉局計画課長、厚生省児童家庭局企画課長通知)

別紙

社会福祉法人審査要領

第2　法人の資産
(8)　法人が株式を保有できるのは、原則として、以下の場合に限られる。

ア　基本財産以外の資産の管理運用の場合。ただし、あくまで管理運用であることを明確にするため、上場株や店頭公開株のように、証券会社の通常の取引を通じて取得できるものに限る。

イ　基本財産として寄付された場合。これは、設立時に限らず、設立後に寄附されたものも含む。

(9)　基本財産として株式が寄附される場合には、社会福祉法人としての適切な活動等のため、所轄庁においては、寄附を受けた社会福祉法人の理事と当該営利企業の関係者との関係、基本財産の構成、株式等の寄附の目的について十分注意し、必要に応じ適切な指導等を行う。

(10)　(8)の場合については、株式の保有等は認められるが、その場合であっても、当該社会福祉法人が当該営利企業を実質的に支配することのないように、その保有の割合は、2分の1を超えてはならない。

(11)　(8)の場合により株式保有等を行っている場合(全株式の20％以上を保有している場合に限る。)については、法第59条の規定による現況報告書と合わせて、当該営利企業の概要として、事業年度末現在の次の事項を記載した書類を提出すること。

ア　名称

イ　事務所の所在地

ウ　資本金等

エ　事業内容

オ　役員の数及び代表者の氏名

カ　従業員の数

キ　当該社会福祉法人が保有する株式等の数及び全株式等に占める割合

ク　保有する理由

ケ　当該株式等の入手日

コ　当該社会福祉法人と当該営利企業との関係(人事、取引等)

○社会福祉法人が経営する社会福祉施設における運営費の運用及び指導について
平成16年3月12日

平成19年3月30日改正
5　運営費の管理・運用について

(1)　運営費の管理・運用については、銀行、郵便局等への預貯金等安全確実でかつ換金性の高い方法により行うこと。

(2)　運営費の同一法人内における各施設経理区分、本部経理区分又は収益事業等の特別会計への資金の貸借については、当該法人の経営上止むを得ない場合に、当該年度内に限って認められるものであること。

なお、同一法人内における各施設経理区分、本部経理区分又は収益事業等の特別会計以外への貸付けは一切認められないこと。

○社会福祉法人が経営する社会福祉施設における運営費の運用及び指導について
平成16年3月12日

平成19年3月30日改正

(／雇児福発第0312002号／社援基発第0312002号／障障発第0312002号／老計発第0312002号／)

(各都道府県・各指定都市・各中核市民生主管部(局)長あて厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課長、厚生労働省社会・援護局福祉基盤課長、厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長、厚生労働省老健局計画課長通知)

問15)局長通知の5の(1)にいう運営費の管理、運用として「安全確実でかつ換金性の高い方法」とは具体的に何か。
(答)　安全確実かつ換金性の高い方法として銀行、郵便局、農業協同組合等への預貯金のほか、国債、地方債、信託銀行への金銭信託等元本保障のある方法が考えられるが、株式投資、商品取引等リスクが大きいものは認められない。
○保育所運営費の経理等について
(平成12年3月30日)

(児発第299号)

(各都道府県知事・各指定都市市長・各中核市市長あて厚生省児童家庭局長通知)

4　運営費及び保育料の管理・運用
(1)　運営費及び保育料(以下「運営費等」という。)の管理・運用については、銀行、郵便局等への預貯金等安全確実でかつ換金性の高い方法により行うこと。

(2)　運営費等の同一法人内における各施設経理区分、本部経理区分又は収益事業等の特別会計への資金の貸付については、当該法人の経営上やむを得ない場合に、当該年度内に限って認められるものであること。


○「保育所運営費の経理等について」の取扱いについて
(平成12年3月30日)

(児保第12号)

(各都道府県・各指定都市・各中核市民生主管部(局)長あて厚生省児童家庭局保育課長通知)

6　児発第299号通知の4の(1)における「安全確実でかつ換金性の高い方法」として、銀行、郵便局、農業協同組合等への預貯金のほか、国債、地方債、信託銀行への金銭信託等元本保障のある方法が考えられるが、株式投資、商品取引等リスクが大きいものは認められないこと。
Ⅵ．用語解説
①円建外債

　　円建外債とは、日本に居住しない者が、日本のマーケットで、円建で発行する債券。発行者は外国の政府、政府機関、自治体、企業、国際機関など。発行から償還まで、全てが日本円で行われる。
②格付機関

　　格付機関とは、債券などの元本および利息を、発行体（企業、政府、自治体など）が償還まで予定通り支払えるかどうかの見通しを、簡単な記号で評価する機関。格付会社とも言う。
格付機関は、発行体からの依頼により、経営陣とのミーティング、財務分析、業界分析などを行い、その発行体の信用度をある一定の基準に基づいて、「Aaa」「AAA」などの記号で評価する。この「Aaa」「AAA」などと付けられた評価を信用格付けという。この格付けは公表され、投資家が債券などへの投資を行なう際の参考データとなるほか、株価にも影響を与えることがある。

③金銭信託
　　信託を引き受ける際の財産が金銭である信託を「金銭の信託」と言い、このうち、信託終了時に信託財産を換価の上、受益者に金銭を以って交付するものを「金銭信託」という。
　元々は行政上の用法であるが、契約書等でも、このように「金銭信託」と「金銭の信託」とは、区別して使用されるのが一般的である。
④金融債
　　金融機関の発行する債券。

⑤公社債投資信託

公社債投信は、代表的な投資信託（証券貯蓄商品）の一つであり、株式を組入れること無く、国債や金融債など安全性の高い公社債を中心に運用するものである。対義語は株式投資信託。
⑥債券

　　国、地方公共団体、政府関係機関、特殊金融機関、事業会社などが資金を調達する際、その見返りとして、調達元本の返済や利子の支払いなどの条件を明確にするために発行する証書。
⑦事業債

　　金融機関ではなく、株式会社等の一般法人が資金調達のために発行する債券のこと。
⑧支払準備額
　　支払に備えて流動性の高い現預金で保有する金額。

⑨政府保証債

　　政府保証債は、政府関係機関（公団等）等が発行する債券のうち、政府が元本や利子の支払いを保証しているもの。政府関係機関債の一種。特別の法律によって設立された株式会社に対しても発行が認められることがある。

政府保証が付与されているため、基本的に国債と同等の信用力が認められる。

⑩損失限度

　　事前に設定する損失の限度のこと。
⑪損切り

　　損切りとは、含み損の出ている証券を売却して損失を確定すること。
　　含み損が出た証券について価格を戻す期待が持てない場合や損失の拡大を防ぐ場合、損失限度を超えないようにする場合などに行う。
⑫転換社債

　　転換社債型新株予約権付社債とは、日本の証券取引における社債の一つで、新株予約権付社債の一種。一般に転換社債、CBとも呼ばれている。

普通社債と異なり、社債を転換価額（事前に決められた株式購入の価格：途中で転換価額が変更される条項のある商品もある）で株式に転換出来る特徴を持っている。

⑬投資信託

　　多数の投資家が資産運用会社に資金を預け、資産運用会社がその信託された資金を株式や債券、金融派生商品などの金融資産、あるいは不動産などに投資し、その運用で得た利益を投資家に分配する金融商品。運用で損失が出た場合には投資家が負担する。
⑭分散運用
運用対象を分散したり、期間を長期化したりすること。運用対象が複数の
ものであれば、仮に、そのうちの一つが値下がりするというリスクが発生しても、他のものでカバーできるという原理。さらに、時間による分散という考え方もある。これは、株式も債券も常に値動きがあるので、一時期にまとめて投資をするのではなく、時間をずらしながら投資を続けることによって、購入価格を平均化して、大きな値下がりリスクを避けるという方法。 

⑮流動性
　　現金化しやすいこと。


（目　的）


第１条　この規程は、社会福祉法人○○（以下「当法人」という。）定款第○条及び経理規程第○条に基づき、当法人の運用指針、運用手続等について定め、資金の安全確実かつ効率的な運用に資することを目的とする。





（基本原則）


第２条　当法人の資金運用については、以下の基本原則に則り、これを行う。


　（１）資産構成


　　　　運用する資産の構成は、流動性、健全性が確保され、総体的に収益性に優れたものとなるように努める。


　（２）法令遵守


　　　　業務遂行にあたり、適正な経営に努めるため、関係法令、業界基準に則り、運営を行う。


　（３）リスク対応


　　　　運用する資産について、個別に、また総体としてのリスク把握に努め、その適切な対応を図る。








（資金運用責任者）


第３条　当法人資金の運用にあたっては、理事会の議決を経て、理事長が資金運用責任者を任命する。


　　２　資金運用責任者は、当法人の資金運用に係る計画、売買の決定、報告を業務とする。


　　３　資金運用における金融資産の売買については資金運用責任者が行い、売買に係る出納については、会計部門が行う。





（運用手続）


第４条　資金運用責任者は、あらかじめ理事会で議決した方法により、運用をはかっていくものとする。


　　　　ただし、日常的な管理として理事会が定めるものについては、理事長と協議の上決定し、これを理事会に報告する。





（運用計画、検証）


第６条　資金運用責任者は、理事長の同意のもと、当該年度の基本的な運用計画を当該年度開始前に作成し、理事会の承認を得るものとする。


　　２　作成した運用計画に則り、毎月定期的に月次の運用状況を資金運用責任者が検証し、その結果を理事長に報告する。


　　３　理事長は前項の規定による報告等を踏まえ、少なくとも年１回は運用状況を理事会に報告する。





（その他）


第１２条　この規定に定めるもののほか、資金運用に関し必要な事項は理事会において別に定める。





（運用指針）


第５条　資金の運用に当たっては、次に掲げる運用の３原則に十分留意し、金融商品の種類、金融機関又は発行体、運用機関等を勘案し、分散運用を図る。


（１）流動性


（２）健全性


（３）収益性





（運用対象）


第７条　運用対象は、原則的に元本回収の確実性を鑑み、以下のとおりとする。


　ア　預貯金


　イ　金融債


　ウ　金銭信託


　エ　公社債投資信託


　オ　国債


　カ　政府保証債


　キ　公庫・公団債


　ク　地方債


　ケ　日本の格付機関のうち１社以上が、長期債務についてＢＢＢ格以上と格付している事業債又は転換社債


　コ　日本の格付機関のうち１社以上、かつ、外国の格付機関のうち１社以上が長期債務についてＡ格以上、及びカントリーリスクのランキング５０位以内と格付している円建外債（償還も円建であること）


サ　株式


シ　株式を含んだ投資信託


２　前項の規定にかかわらず、理事会が特に認めた場合は、前項に掲げる運用対象以外の商品に運用することができる。








（保有限度）


第８条　運用対象資産中、有価証券の保有限度は、実勢価額下落に伴う損失拡大を防止するため、純資産に基づく最大リスク量を勘案した額を、対象資産毎に理事会の議決を経て事前に定める。





（損失限度）


第９条　損失限度については、当期利益等を勘案した経営体力に基づき、理事会の議決を経て事前にこれを定める。


　　　　　これに抵触した場合には、資金運用責任者は理事会に報告し、理事会において対応を決定する。


　　　　　ただし、やむを得ない理由により、理事会において対応を決定できない場合は、第１０条の規定により対応する。











（緊急時対応）


第１０条　地震、洪水等自然災害、テロ、システムダウン等により、運用資産の価額に大きな影響を与える事態が発生した場合には、資金運用責任者は直ちに理事長（又は担当役員）と対応を協議する。


　　２　理事長（又は担当役員）との連絡が不能の場合には、資金運用責任者が担当役員等関係部署・者等と協議し、リスクの軽減を図る。


　　３　前２項の規定により対応を行った場合は、遅滞なくその結果を理事会に報告すること。





（不祥事対応）


第１１条　不祥事件が発生した場合には、資金運用責任者は直ちに理事会に報告する。
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